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　日本はその地理的条件から自然災害の発生リ
スクが常に存在し、風水害や地震による被害が
毎年発生している。災害対策について考える
際、浮上してくる課題のひとつが外国人への対
応である。中でも、ポスト・コロナの流れを受
けて訪日外客数が回復する中で、外国人旅行者
への対応に注目する必要が出てきている。2023
年も全国各地で災害が起きているが、その際に
多くの外国人が現地の状況や公共交通機関の情
報を十分に把握できず、駅や観光地などで立往
生する姿が度々報道されている。過去の東日本
大震災（2011）など複数の震災の事例からも明
らかなように、大規模災害になれば事態はより
深刻化する1）。
　災害時、外国人旅行者の多くにとって問題と
なるのが言語や知識の壁である。日本の公共施
設や交通機関の多くは多言語表示が一般的に
なっているが、コミュニケーションは基本的に
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日本語で行う必要がある。そのため、短期滞在
者だけでなく、在住外国人の中にも、正確に情
報を理解していない場合がある。加えて、外国
人旅行者の多くは地震について十分に理解をし
ていない。よく指摘されるのが「ストック情報」
と「フロー情報」である。日本人の場合は、教
育・訓練、報道、さらに実際の経験などを通じ
て、災害（例：地震）の性質やその対応に関す
る知識を「ストック情報」としてある程度保有
している。そのため、災害時に流れてくる危険
情報や対応情報といった「フロー情報」を受け
て、多くの人が行動をとることができる2）。これ
に対して、外国人旅行者は、その多くが地震な
ど災害に関する「ストック情報」を持っていな
いため、いくら避難情報など「フロー情報」を
出しても、伝わらない恐れがある。
　以上のような経緯から、外国人旅行者を想定
した多言語での情報提供の必要性は広く認識さ
れており、官民協力による取り組みが進められ
ている。中でも、近年では ICT技術の活用に注
目が集まっている。例えば、国土交通省観光庁
監修のもとで民間ベンダーが開発した災害時情
報提供アプリ「Safety�tips」（2014年リリース、更
新継続中）がある［図1参照］。この無料アプリ
は、英語や中国語（簡体字／繁体字）など15言
語に対応しており、日本国内における緊急地震
速報、津波警報、噴火速報、気象警報、台風情
報、熱中症情報、国民保護情報、避難情報をプッ
シュ通知する仕組みとなっている。さらに、外
国人受け入れ可能な医療機関情報、交通機関情
報、被災時の対応フローチャートなども含まれ
ている。そのため、滞在時にSafety� tipsを利用
してもらえれば、母語または慣れた言語を用い
て、避難行動に必要な情報をワンストップで収
集することができる。また、Safety�tipsはAPI連

図1　「Safety tips」の概要
出典：国土交通省観光庁Webページ�
［https://www.mlit.go.jp/kankocho/content/001625119.pdf］

1）�詳細は増田 充真、「災害時における外国人旅行者への
対応に関する一考察」『RESEARCH�BUREAU�論究』 
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際化フォーラム』 第332巻、2017年6月、p.�4。
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策的方向性としては、災害発生時にも持続可能
な ICT環境を社会全体で整備することにより、
外国人旅行者が単独で必要な情報を収集し、自
らの安全を主体的に確保できるようにしていく
ことが求められる。このことは、単に外国人旅
行者向けだけでなく、日本の災害・危機に関す
る情報提供体制の向上にも寄与するであろう。

携によって他のアプリケーションサービスに情
報を配信することが可能であり、日本政府観光
局のアプリ「Japan�Official�Travel�App」やナビタ
イムジャパン社の「Japan�Travel�by�NAVITIME」
にも組み込まれている。ただ、アプリについて
は、高い有用性が見込まれる一方で、通信障害
のリスクや端末の電池切れで利用できないリス
クがある。なにより、ユーザーがアプリをイン
ストールしなければ機能しないという課題があ
る。そのため、積極的な広報活動によるアプリ
の周知拡大はもちろん［図2参照］、その有用性
を理解してもらうための仕掛けが求められる。

　今後、南海トラフ地震や首都直下地震など
「国難級」災害の発生が懸念される中、外国人
旅行者に対して災害のリスクや対策に関する情
報を周知していく重要性はより一層高まってい
る。とはいえ、日本国内において、多言語対応
できる環境を整備・拡大することは、決して容
易なことではない。ボランティアや外国人住民
の活躍に期待する意見もあるが、大規模災害で
は彼ら自身が被災し、対応できなくなることが
十分にありうる。それゆえに、SNSやスマホの
アプリを通じた多言語での情報提供や、避難所
に多言語対応の端末を設置するなど、ICTを積
極的に活用する動きが広まっている。今後の政

図2　 訪日外国人旅行者向けに災害時の情報取
得先を紹介するポスター

� ［※右側に「Safety�tips」に関する情報］
出典：国土交通省観光庁Webページ�
［https://www.mlit.go.jp/kankocho/content/001471578.pdf］


